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町丁別人口密度

文京区の概要
～人口からわかること～

引用：第48回文京の統計 平成27年

（平成28年１月１日現在）



昭和21年以降の人口推移

引用：文京区まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（平成27年９月）



平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年 平成57年 平成62年 平成67年 平成72年

合計 206,626 211,055 212,929 213,870 214,059 213,223 211,387 208,976 205,879 201,625 196,419

老年人口（65歳以上） 39,144 43,973 45,788 47,418 50,775 55,323 61,384 66,751 70,795 71,782 68,408

生産年齢人口（15～64歳） 147,127 144,685 143,178 141,829 138,754 133,755 126,657 119,939 113,415 108,494 106,854

年少人口(0～14歳） 20,355 22,397 23,963 24,623 24,530 24,145 23,346 22,286 21,669 21,349 21,157

老年人口（65歳以上）割合 18.9% 20.8% 21.5% 22.2% 23.7% 25.9% 29.0% 31.9% 34.4% 35.6% 34.8%

生産年齢人口（15～64歳）割合 71.2% 68.6% 67.2% 66.3% 64.8% 62.7% 59.9% 57.4% 55.1% 53.8% 54.4%

年少人口(0～14歳）割合 9.9% 10.6% 11.3% 11.5% 11.5% 11.3% 11.0% 10.7% 10.5% 10.6% 10.8%

20,355 22,397 23,963 24,623 24,530 24,145 23,346 22,286 21,669 21,349 21,157
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引用：文京区まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（平成27年９月）



基本構想
実施計画



「基本構想実施計画」に関する
３つのポイント

Ⅰ 「基本構想実施計画」の位置付け

Ⅲ 区民協議会での検討事項

Ⅱ 次期「基本構想実施計画」の特徴



Ⅰ 「基本構想実施計画」の位置付け



基本構想

文京区が目指す「将来都市像」に向けた区の総合的かつ計画的な行政運営方針

基本構想実施計画

「基本構想」で示した政
策を実現するための、具
体的な事業を定めた計画

個別計画

個別の法令で義務付けられた行政
計画や、分野別の政策に沿って策定
する計画

例：子育て支援計画、地球温暖化
対策地域推進計画

行財政改革推進計画

行財政改革に関する具体的な方
策を定めた計画

基本構想実施計画や個別計画
の実効性を高める計画

予算編成・執行

事業の展開

「文の京」自治基本条例 区民等の権利及び責務、区の責務、協働・協治の推進等を規定したもの（H17～）

整合

整合

「基本構想実施計画」の位置付け



「基本構想」と「基本構想実施計画」

・平成22年６月策定
・平成32年までのおおむね10年間
を対象

・第１期：平成23年度～25年度
・第２期：平成26年度～28年度
・第３期：平成29年度～31年度



「政策」、「施策」、「事務事業」

C
文京区が目指す基本的な方向

政策がより具体化され、
行政活動の目標となるもの

C施策を達成するための具体的手段



それぞれの関係性

政策の実現を図る指標

今後３か年の
政策・施策の方向性



Ⅱ 次期「基本構想実施計画」の特徴



基本構想

文京区が目指す「将来都市像」に向けた区の総合的かつ計画的な行政運営方針

個別計画

個別の法令で義務付けられた行政
計画や、分野別の政策に沿って策定
する計画

例：子育て支援計画、地球温暖化
対策地域推進計画

予算編成・執行

事業の展開

「文の京」自治基本条例 区民等の権利及び責務、区の責務、協働・協治の推進等を規定したもの（H17～）

整合

整合

「基本構想実施計画」の位置付け

基本構想実施計画

「基本構想」で示した政
策を実現するための、具
体的な事業を定めた計画

行財政改革推進計画

行財政改革に関する具体的な方
策を定めた計画

基本構想実施計画や個別計画
の実効性を高める計画



現行計画の性質

行財政改革に関する具体的な方策を
定めた計画

「基本構想」で示した政策・施策を実
現するための、具体的な事業を定め
た計画



Ⅲ 区民協議会での検討事項



次期「基本構想実施計画」の
基本的な考え方

第３期計画としての基本構想に掲げる将来都市
像の実現を目指す。

増加・多様化する行政ニーズに対応するため、事
務事業の見直し（選択と集中）を行い、「メリハリの
ある事業執行」を実現する。



検討事項① 今後３か年の政策の方向性（案）

今後３か年の
政策の方向性(案)

基本構想実施計画（平成26年度～平成28年度）抜粋

基本構想に掲げる
将来像



検討事項② 実現度を測る指標(案)の妥当性

指標(案)の
妥当性

基本構想実施計画（平成26年度～平成28年度）抜粋



指標(案)の妥当性について



２ 福祉・健康
２－１ 高齢者福祉

検討事項③
今後３か年における施策の見直し等の方向性（案）

基本構想実施計画（平成26年度～平成28年度）においては記載がないため、過去の実績を基に
作成したイメージとなります。

【公共施設再編による高齢者福祉施設の充実と運営方法の見直し】

教育センター移転後の跡地に特別養護老人ホームを、大原地域活動センター
移転後の跡地に小規模多機能型居宅介護拠点施設を整備します。また、効率的
運営及び行政サービスの向上を図るため、文京福祉センター湯島に指定管理者
制度を導入します。

・・・
・・・

今後３か年における施策の見直し等の方向性（案）



「基本構想実施計画」に関する
３つのポイント

Ⅰ 「基本構想実施計画」の位置付け

Ⅲ 区民協議会での検討事項

Ⅱ 次期「基本構想実施計画」の特徴


